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要旨 

【背景】措置入院を繰り返すことは、本人自身にとってもまた家族にとって様々な負担

があると考えられ、措置入院を繰り返すことを予防することは重要である。これまでに

も措置入院の再入院率の高さが指摘されており、再入院のリスク因子として過去の入院

歴の報告がある。しかし、これまで措置入院の実態調査は限定的であるため措置入院患

者の入院前の治療状況や再措置入院率については不明な点が多く、またその関連要因に

ついても十分に検討されてはいない。そこで、平成 28 年度より研究協力病院（11 病

院）に措置入院となった患者を対象とした前向きコホート研究（ProCessors 研究）を開

始し、措置入院患者の実態調査を行っている。 

【方法】本報告では、全エントリー患者 504 例のうち、過去の治療歴の情報がある患者

469 例を解析対象として、治療歴によって 4 群（治療歴なし、入院歴なし、措置歴な

し、措置歴あり）に分け、過去に措置入院歴がある群を複数回措置入院群として、措置

入院に関する診断書および社会機能を評価する PSP 得点から得られる情報をもとに、

その特徴を抽出し関連する因子の検討を行った。 

【結果】過去の措置入院歴についての調査から、全体の約 4 分の 1 の患者に過去に措置

入院歴があり、そのうち 7 割強が 2 年間に 2 回以上措置入院を繰り返している実態が明

らかになった。複数回措置入院群では、男性の割合が多く、自傷行為が少なく人に対す
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る他害行為が多く、精神症状では連合弛緩がある割合が高いなどの特徴があったが、そ

の他に措置入院歴あり群で特徴的な項目はなく、措置入院時の状態像については、過去

の治療歴による差異は大きくなかった。一方で、PSP の下位項目では、不穏な・攻撃的

な行動については 4 群で同等であったが、それ以外の下位項目である、セルフケア、社

会的に有用な活動、個人的・社会的関係の 3 項目では、いずれも措置入院歴あり群で機

能レベルが低い結果となっていた。 

【結論】今回の実態調査から、2 年間の間に複数回措置入院となっている患者が多く存

在し、それらの患者では社会的機能レベルが低い可能性が高く、複数回の措置入院を予

防するためには、地域におけるソーシャルサポートなど退院後のフォローアップ体制が

重要であることが示唆された。本調査は、研究協力病院における措置入院の実態調査で

あるため患者に偏りがある可能性は否定できず、調査項目にも限りがあるため再入院に

関連した因子を抽出することが難しいなど限界はある。現在、本コホート研究では、対

象患者について再入院を含めた退院後の予後調査を行っており、その中で複数回措置入

院に関連した因子が抽出されることが期待される。 

A.研究の背景と目的 

措置入院患者数は年々増加しており、その

背景には様々な要因があると考えらえるが、

措置入院患者において過去の入院歴（措置入

院歴）や再入院率の高さが指摘されており、

措置入院を繰り返している群が措置入院数の

増加の一因である可能性がある。しかし、こ

れまで措置入院の実態についての調査は限定

的であり 1)2)、その詳細については不明な点

が多く、複数回措置入院患者の実態について

不明な点が多く、その関連要因についても十

分には検討が行われていない。 

そのような中、平成 28 年度より開始され

た措置入院となった精神障害者の前向きコホ

ート研究（ProCessors 研究）3)4)では、全国

で 11 の研究協力病院に措置入院となった患

者について検討を行い、措置入院の実態調査

を行っている。昨年の中間報告 4）では、全

国 9 つの研究協力病院に措置入院となった

436 例を対象として、措置入院回数について 

 

調査し、98 例で過去に措置入院歴があり、

そのうち過去 2 年間に 2 回以上（調査エント

リー時の措置入院も含めると 3 回以上）措置

入院をしている患者は 53 例であった。つま

り、半数以上が 2 年の間に 2 回以上の措置入

院を繰り返しており、これは全体の 12.3%で

あった。これら中間調査の結果からは、約 4

分の 1 の患者で 2 回以上措置入院となってお

り、悉皆調査ではないため対象者に偏りが生

じている可能性はあるものの、措置入院を 

繰り返している患者群の存在が明らかにされ 

ている。 

措置入院を繰り返している患者自身にとっ

てもまたその家族にとっても様々な面での負

担が大きく、措置入院を繰り返す患者やその

家族に対する必要な介入やサポートについて

検討することが重要であると思われる。具体

的な介入やサポートを検討する上で、措置入

院を繰り返している群の実態を知る必要があ

るが、その頻度も含めてこれまでに実態調査

は行われていない。そのため、措置入院を繰

り返す群がどの程度存在するのかを調査し、

またその特徴を明らかにする必要がある。そ

こで、今回、研究協力病院に措置入院した患

者の措置入院の診断書の情報をもとに、実態

調査を行った。 

 

B.方法 

研究方法：措置入院となった精神障害者の前
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向きコホート研究（ProCessors 研究）。 

 

対象者：2016 年 5 月 16 日から 2019 年 9 月

30 日までに研究協力病院（11 病院）に措置

入院及び緊急措置入院となった患者（504

例）のうち、治療歴の情報に欠損がない 469

例を対象とした。 

 

研究協力病院：栃木県立岡本病院、石川県立

高松病院、八幡厚生病院、肥前精神医療セン

ター、長崎県精神医療センター、琉球病院、

井之頭病院、沼津中央病院、宮城県立精神医

療センター、大泉病院、岡山県精神医療セン

ターの 11 病院。 

 

調査項目：措置入院に関する診断書から得ら

れた、性別、年齢、精神科治療歴（治療歴の

有無、過去の精神科入院回数、過去の措置入

院回数など）、申請等の形式、入院時点の主

たる精神障害、重大な問題行動 AB（自傷の

有無、他害対人の有無、他害対物の有無）、

現在の精神症状、その他の重要な症状、問題

行動等、現在の状態像、入院時 PSP 得点。 

 

調査期間：2016 年 5 月 16 日からコホートを

開始し、現在追跡調査を継続中。エントリー

は 2019 年 9 月 30 日に終了。 

 

倫理的配慮：長崎県精神医療センター内研究

倫理審査委員会による承認を得た（承認日：

2016 年 4 月 15 日）。 

臨床試験登録：UMIN 試験 ID: 000022500 

 

統計解析／分析方法：対象者を過去の治療歴

により 4 群（治療歴のない群：治療歴なし

群、過去に治療歴はあるが入院歴がない群：

入院歴なし群、過去に入院歴はあるが措置入

院歴がない群：措置入院歴なし群、過去に措

置入院歴がある群：措置入院歴あり群）に分

け、調査項目につき比較検討を行う。さら

に、過去 2 年間に措置入院となった群の調査

項目上の特徴を抽出する。 

 

なお、本研究では、措置入院を繰り返す患

者の背景や臨床的特徴などを抽出していくこ

とを目的としているが、繰り返す入院の定義

が曖昧であるため、過去に措置入院歴があ

り、本調査時点での措置入院も加えて、過去

2 年間に 2 回以上措置入院をしている群を複

数回措置入院歴あり群と呼ぶこととした。 

 

C.結果／進捗 

過去の治療歴別の人数（図 1）は、治療なし

群が 97 例、入院歴なし群が 133 例、措置入

院歴なし群は 121 例、措置入院歴あり群は

118 例であった。なお治療歴及び入院歴の情

報がないものが 35 例あり、内訳は、治療歴

の情報がないもの 5 例、治療歴はあるが入院

歴の情報がないもの 8 例、入院歴はあるが措

置入院歴の情報がないもの 22 例であった。 

 

性別（図 2）：男性の割合は、治療歴なし群

は 61.9%、入院歴なし群は 57.9％、措置入

院歴なし群 57.0%、措置入院歴あり群 72.0%

であり、措置入院歴あり群において、他の群

に比べて男性の割合が高かった。 

 

年齢（図 3）：全体の平均年齢は、45.3±15.3

歳であった。各群の平均年齢は、治療歴なし

群は 48.5±19.2 歳、入院歴なし群が 43.0±

15.7 歳、措置入院なし群が 44.5±13.5 歳、

措置入院歴あり群が 46.0±12.6 歳で、統計

学的な有意差は認めなかった。10 歳毎の年

代別の人数分布では、治療歴なし群では 40

歳代と 60 歳代に 2 峰性にピークがあり

（23.7％、16.5％）、入院歴なし群では 30 歳

代にピークが（27.1%）、措置入院歴なし群

では 40-50 歳代にピークがあり（28.1％、

24.8%）、措置入院歴あり群では 40 歳代にピ

ーク（31.4%）があり 30 歳代（21.2%）と

50 歳代（21.2%）が同数であった。 
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主診断（図 4）：全体では F2 が 61.3％を占

め、4 群とも F2 の割合が最多であり

（60.8%、52.6%、66.9％）、特に措置入院な

し群で F2 の割合が高かった。主診断におい

ては、措置入院歴あり群に特徴的な診断群は

なかった。 

 

措置入院の申請等の形式：全体では警察官通

報が 425 例（90.6％）とほとんどを占めてお

り、4 群とも同様の傾向は見られたが、検察

官通報は措置入院あり群が 7.6%と他の 3 群

に比べて割合が高かった（4.1%、5.3%、

4.1%）。 

 

重大な問題行動（図 5）：自傷を認めた割合

は、治療歴なし群で 30.9%、入院歴なし群で

36.1%、措置入院歴なし群で 27.3%、措置入

院歴あり群で 18.6%と、措置入院歴あり群で

は自傷を認める割合が一番低かった。一方他

害については、人に対する他害を認めた割合

は、治療歴なし群で 73.2%、入院歴なし群で

72.9%、措置入院歴なし群で 69.4%、措置入

院歴あり群で 83.1%であり、また物に対する

他害を認めた割合は、治療歴なし群で

48.5%、入院歴なし群で 45.1%、措置入院歴

なし群で 53.7%、措置入院歴あり群で 68.6%

であり、措置入院歴あり群で他害を認めた割

合が高く、特に人に対する他害の割合が高か

った。 

 

現在の精神症状：全体では、衝動行為ありの

割合が 76.1%（71.1%、78.9%、75.2%、

78.0%）と最も高く、次に易怒性・刺激性亢

進ありの割合が 72.7%（67.0%、76.7%、

70.2%、75.4%）、妄想ありの割合が 69.7%

（71.1%、63.2%、73.6%、72.0%）、興奮あ

りの割合が 65.0%（64.9%、66.2%、

62.8%、66.1%）、幻聴ありの割合が 45.0%

（38.1%、39.1%、52.9%、49.2%）の順で割

合が高く、4 群で有意な差は認めなかった。

4 群間で、措置入院歴あり群で割合が高かっ

たのは連合弛緩で、36.4%で認められ、他の

3 群（18.6%、21.8%、25.6%）よりも有意に

割合が高かった。 

 

その他の重要な症状：てんかん発作は全体で

1.9%と少なったが、措置入院歴あり群で

4.2%と割合が高かった。自殺念慮は全体で

は 17.1%で認められていたが、措置入院歴あ

り群では 7.6%と他の 3 群よりも割合は低か

った（11.3%、26.3%、20.7%）。物質依存は

全体では 6.4%で、4 群とも大きな違いはな

かった（6.2%、3.8%、9.1%、6.8%）。 

 

問題行動等：措置入院歴あり群では暴言あり

の割合が 63.6%と他の 3 群よりも高かった

（52.6%、50.4%、47.9%）。 

 

現在の状態像：幻覚妄想状態は全体では

63.8%が呈しており、4 群間での差異は認め

なかった（61.9%、54.9%、70.2%、

68.6%）。精神運動興奮状態であった割合

は、全体では 60.6%で、4 群とも同等の割合

であった（62.9%、62.4%、59.5%、

57.6%）。 

 

入院時 PSP 得点（図 6）：PSP 総得点では、

集中的支援や管理が必要な機能レベル（0⁻30

点）の割合は全体では 67.2%と高く、4 群で

は入院歴なし群の 69.2%、措置入院歴あり群

の 68.6%、措置入院歴なし群の 65.3%、治療

歴なし群の 64.9%の順であった。一方で、

PSP の下位項目の結果について、重度及び

最重度の割合は、セルフケアでは、治療歴な

し群で 25.8%、入院歴なし群で 35.3%、措置

入院歴なし群で 27.3%、措置入院歴あり群で

35.6%、社会的に有用な活動では、治療歴な

し群で 34.0%、入院歴なし群で 42.1%、措置

入院歴なし群で 43.0%、措置入院歴あり群で

46.6%、個人的・社会的関係では、治療歴な

し群で 44.3%、入院歴なし群で 46.6%、措置

入院歴なし群で 47.9%、措置入院歴あり群で
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50.0%、不穏な・攻撃的な行動では、治療歴

なし群で 63.9%、入院歴なし群で 67.7%、措

置入院歴なし群で 60.3%、措置入院歴あり群

で 64.4%であった。不穏な・攻撃的な行動が

重度及び最重度の割合は入院歴なし群が一番

高かったが、他の 3 項目については、措置入

院歴あり群で他の 3 群に比べて最も高くなっ

ていた。 

 

精神科入院歴（図 7）：精神科入院回数は、

措置入院歴なし群で、1 回が 33.9%、2 回以

上が 59.5%、不明が 6.6%であり、本調査の

入院日から過去 2 年間に限った入院回数で

は、なしが 20.7%、1 回が 24.8%、2 回以上

が 17.4%、不明が 37.2%であった。また措置

入院歴あり群の精神科入院回数は、1 回が

12.7%、2 回以上が 83.1%、不明が 4.2%であ

り、過去 2 年間に限った入院回数は、なしが

13.1%、1 回が 41.4%、2 回以上が 36.4%、

不明が 23.7%であった。さらに、措置入院歴

あり群について、過去の措置入院歴について

は、1 回が 57.6%、2 回以上が 37.3%、不明

が 5.1%であり、過去 2 年間に限った場合、

なしが 20.3%、1 回が 46.6%、2 回以上が

7.6%、不明が 25.4%であり、半数以上が 2

年間の間に本調査の措置入院も含めて 2 回以

上措置入院をしている結果であった。 

 

過去 2 年間に本調査の入院も含め 2 回以上措

置入院となった群の特徴：措置入院歴あり群

118 例のうち過去 2 年間の措置入院回数の情

報があった患者数は 88 例（74.6%）であっ

た。そのうち過去 2 年間に措置入院歴がない

者は 24 例、1 回が 55 例、2 回以上が 9 例で

あり、本調査も含めて過去 2 年間に 2 回以上

措置入院となっている複数回措置例は 64 例

（72.7%）であった。これらの内訳は、男性

の割合は 75%、40 歳代が 32.3%と最多で 30

歳代が 26.6%であった。主診断では多い順

に、F2 が 60.9%、F3 が 15.6%、F1 が

9.4%、F0 が 7.8%であった。自傷を認めた割

合は 18.8%、人に対する他害を認めた割合は

82.8％、物に対する他害を認めた割合は 75%

であった。PSP 総得点では集中的支援や管

理が必要な機能レベル（0⁻30 点）の割合は

71.9％であった。PSP の下位項目の結果につ

いて、重度及び最重度の割合は、セルフケア

では 40.6%、社会的に有用な活動では

48.3%、個人的・社会的関係では 53.1%、不

穏な・攻撃的な行動では 67.2%であった。 

 

D.考察 

 本調査では、全国 11 の研究協力病院に措

置入院となった患者 504 例のうち、過去の精

神科治療歴の情報のある 469 例を解析対象と

し、措置入院に関する診断書および社会機能

の評価である PSP からの情報を用いた実態

調査を行った。また複数回措置入院となって

いる患者群の特徴を抽出する目的で、過去の

治療歴・入院歴に着目して、4 群に分けて検

討を行った。 

過去の措置入院歴についての調査から、全

体の約 4 分の 1 の患者に過去の措置入院歴が

あり、7 割強が 2 年間に 2 回以上措置入院を

繰り返している実態が明らかになった。小山

らの急性期治療病棟退院患者の報告では、退

院後 6 ヶ月以内再入院は 24.1%であったとの

報告 5）、また内山らの統合失調症退院患者の

1 年以内の再入院率は 33.4％であったと報告

6）し、高木らはスーパー救急病棟に入院とな

った統合失調症患者の退院後の再入院率を調

査し、退院後 1 年以内の再入院率は 31%と

の報告 7）がある。本調査とは、追跡期間や

背景因子が異なるため単純に比較はできない

が、2 年以内の再入院率が 7 割を超えている

ことは非常に高いと考えられ、複数回措置入

院患者の特徴について検討する必要がある。 

 そこで今回、治療入院歴によって 4 群に分

けて措置入院歴あり群の特徴について検討を

行った。性別では男性の割合が多く、措置要

件では自傷行為が少なく人に対する他害行為

が多く、精神症状では連合弛緩がある割合が
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高いなどの特徴があったが、その他に措置入

院歴あり群で特徴的な項目はなく、措置入院

時の状態像としては、過去の治療歴による差

異はあまりないと考えられた。措置入院の診

断書から得られる情報は基本特性に加えて入

院時の精神状態や問題行動に限られているた

め、複数回措置入院となっている患者の特徴

を抽出するためには限界がある。これまでの

報告から、非自発的入院のリスク因子とし

て、男性、未婚、独居などの社会的関係の希

薄さが指摘されており 8)9)、生活環境やサポ

ートなどの社会的要因なども含めた、様々な

レベルでのリスク因子の検討が必要であると

思われる。 

 今回の調査では、措置入院に関する診断書

の情報以外に、本人の社会機能を評価するこ

とができる PSP による調査も行った。入院

時の精神症状を反映する不穏な・攻撃的な行

動については 4 群で同等であり、これについ

ては今回の調査が措置入院患者を対象として

いるという特性上予想通りと考えられる。一

方で、それ以外の下位項目である、セルフケ

ア、社会的に有用な活動、個人的・社会的関

係の 3 項目では、いずれも措置入院歴あり群

で機能レベルが低い結果となっており、人と

のつながりが希薄で地域社会で孤立し、日常

生活におけるサポートを要している可能性が

ある。これも入院時の調査ということで情報

には限界はあるが、複数回措置入院のリスク

因子を検討する際に、社会的要因が重要であ

ることが示唆された。 

 本研究から、複数回措置入院となっている

患者群の多くが、措置入院退院後に短い期間

で再度措置入院になっている実態が明らかと

なった。また複数回措置入院となっている患

者では、社会機能レベルが低いことが多く、

地域におけるソーシャルサポートなど退院後

のフォローアップ体制が重要であることが示

唆された。 

本報告は、ProCessors 研究のエントリー

時の情報に基づく結果をまとめたものであ

り、後方視的な調査であった。現在、本コホ

ート研究では入院患者を追跡し入院期間中及

び退院後の予後調査を行っており、前向きコ

ホート研究の中で複数回措置入院に関連した

因子が抽出されることが期待される。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

なし 
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なし 
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図１ 治療・⼊院歴

(n=469)

図２ 性別 (n=469)
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図３ 年代 (n=469)

図４ 主診断 (n=469)
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図５-1 ⾃傷⾏為 (n=469)

図５-２ 他害⾏為（対⼈） (n=469)
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図５-３ 他害⾏為（対物）(n=469)

図６-１ ⼊院時PSP総得点 (n=469)
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図６-２ ⼊院時PSP（セルフケア） (n=469)

図６-３ ⼊院時PSP（社会的に有⽤な活動）(n=469)

212



図６-４ ⼊院時PSP（個⼈的・社会的関係） (n=469)

図６-５ ⼊院時PSP（不穏・攻撃的な⾏動） (n=469)
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図７-１ 過去の⼊院回数 (n=239)

図７-２ 過去2年間の⼊院回数 (n=239)
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図７-３ 過去の措置⼊院回数

(n=118)

図７-４ 過去2年間の措置⼊院回数

(n=118)
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